
中部森林管理局入札等監視委員会設置要領

２７中企第９号

平成２７年５月１５日

(趣旨)

第１条 「入札等監視委員会の設置及び運営について」（平成６年５月３１日６経第

９３０号大臣官房経理課長通知。以下「監視委員会通知」という。）及び「入

札等監視委員会の設置及び運営の取扱いについて」（平成２５年３月２８日

２４林国管第１８０号管理課長通知）に基づき、中部森林管理局における契

約に係る競争参加条件の設定、資格の確認、指名業者の選定等の手続の透明

性を一層高めるとともに、随意契約の適正化を推進するため、「中部森林管

理局入札等監視委員会」（以下「委員会」という。）を設置することとし、

その運営は別添「中部森林管理局入札等監視委員会の運営上の留意点」

によるものとする。

(委員会の事務)

第２条

１ 委員会は、森林管理局長の要請に基づき、次に掲げる事務を行う。

（１）森林管理局長、森林管理署長、森林管理署支署長、森林管理事務所長及

び総合治山事業所長（以下「森林管理局長等」という。）が行った契約(変

更契約を含む。以下同じ。）に関し、入札及び契約手続の運用状況等につい

ての報告を受けること。

ただし、次のアからウに掲げる契約を除く。（以下同じ。）

ア 国の収入原因契約

イ 国の行為を秘密にする必要がある契約

ウ 予定価格が予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第９９条

第２号、第３号、第４号又は第７号に掲げる金額を超えない契約

（２）対象契約のうち委員会が抽出決定したものに関し、一般競争参加資格の

設定の理由及び経緯、指名競争入札に係る指名の理由及び経緯並びに随意

契約の理由及び経緯等についての審議を行い、必要に応じて意見の具申又

は勧告を行うこと。

（３） (１)の報告及び(２)の審議を踏まえ、入札及び契約結果を分析するとと

もに、入札事務及び契約事務の適正化並びに入札談合の防止に向けた方策



について総合的に審議すること。

（４）「工事における入札及び契約の過程に係る苦情処理の手続について」（平

成１３年４月２７日付け１３経第１７３号大臣官房経理課長通知）の第３

に規定する再苦情の処理、「林野庁工事成績評定要領」（平成１０年３月３

１日付け１０林野管第３１号林野庁長官通知）の第９に規定する苦情の処

理及び「指名停止等措置に係る苦情処理手続き要領の制定について」（平成

１９年３月１６日付け１８経第１８４０号大臣官房経理課長通知）の第８

に規定する苦情の処理並びに「国有林野事業における建設工事に係る調査

等業務成績評定要領」（平成２２年３月１８日付け２１林国管第１０６号林

野庁長官通知）第９に規定する苦情の処理を行うこと。

２ 委員は、「公正入札等調査委員会の設置等について」（平成６年５月３

１日付け６経第９３１号大臣官房経理課長通知）別添の入札等談合情報マ

ニュアル第３に基づき、談合調査情報の対象となっている案件に係る入札

等手続きの取扱について意見を行うこと。

（委員会の構成及び事務局の設置）

第３条

１ 委員会は、契約に関する学識経験等を有し、公正中立の立場を堅持できる

者３名以上で構成し、委員は、中部森林管理局長が委嘱する。

なお、委員の任期等については次のとおりとする。

（１）委員の任期は、１年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の

委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（２）委員は、再任されることができる。

（３）委員長は、委員の中から互選する。なお、委員長に事故あるときは、あ

らかじめその指名する委員がその職務を代理する。

（４）特定の契約につき特別の利害関係を有する委員は、当該事案に係る審議

に参加することができない。

（５）委員は、第２条第１項各号の事務を処理するうえで知ることのできた秘

密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。

２ 委員会の事務局は、企画調整課に置くものとし、当該課の監査官等が庶務

を行う。

（会議）

第４条

１ 第２条第１項（１）から（３）までの事務に係る会議（以下「定例会議」



という。）は、次により行う。

（１）定例会議は、原則として、（２）の表の開催時期欄に掲げる時期に開催す

る。

（２）定例会議における第２条第１項（１）の報告（以下「報告」という。）は、

それぞれ次の表の報告対象機関欄に掲げる期間に締結した契約を対象とする。

開催時期 報告対象期間

５月又は ６月 第４四半期（ １月～ ３月）

８月又は ９月 第１四半期（ ４月～ ６月）

１１月又は１２月 第２四半期（ ７月～ ９月）

２月又は ３月 第３四半期（１０月～１２月）

（３）報告は、事務局が、次の表の事項欄に掲げる事項のうち該当する事項に

ついて、それぞれに対応した作成する資料欄に掲げる資料及び委員が事前に

指示した資料を提出して行う。

事 項 作成する資料

工事契約総括表 入札方式別発注工事総括表（別紙様式１－１）

業務契約総括表 入札方式別発注業務総括表（別紙様式１－２）

物品・役務契約総括表 物品・役務の調達方式別総括表（別紙様式１－３）

競争入札による契約（公共工事等） 競争入札（公共工事等）（別紙様式２－１）

随意契約（公共工事等） 随意契約（公共工事等）（別紙様式２－２）

競争入札による契約（物品役務等） 競争入札（物品役務等）（別紙様式２－３）

随意契約（物品役務等） 随意契約（物品役務等）（別紙様式２－４）

再度入札における一位不動の状況 再度入札における一位不動状況（別紙様式３－１）



（土木一式工事、建築一式工事）

再度入札における一位不動の状況 再度入札における一位不動状況（別紙様式３－２）

（測量、建設コンサルタント、

地質調査、補償コンサルタント、

その他の公共工事等）

再度入札における一位不動の状況 再度入札における一位不動状況（別紙様式３－３）

（物品の製造、物品の購入、役

務の提供等）

指名停止 指名停止等一覧表（別紙様式４）

（４）委員会の委員に対して、「公正入札等調査委員会の設置等について」（平

成６年５月３１日付け６経第９３１号大臣官房経理課長通知）別表に掲

げる公正入札等調査委員会から、同通知別添の入札等談合情報マニュアル第

４の規定に基づく報告があった場合には、原則として、当該報告のあった直

後の定例会議において、事務局が当該報告に係る一連の経緯を記載した適宜

の資料を作成し、報告する。ただし、委員会の委員に、同通知別添の入札等

談合マニュアル第３の２（１）なお書に該当する者がいる場合には、定例会

議での報告は行わず、利害関係のない委員に対して持ち回りその他適宜の方

法により報告する。

（５）定例会議において審議を行う契約の抽出は、当該定例会議に先立ち、委

員が別紙様式２－１から別紙様式２－４までに記載された契約の中から、事

前に行うこととし、その方法、件数等については、別添「中部森林管理局入

札等監視委員会の運営上の留意点」に定めるところによる。

（６）委員会は、必要があると認めるときは、事務局に対し、提出資料の追加

を求めることができる。

２ 第２条第１項（４）の事務に係る会議（以下「再苦情処理会議」という。）

は、第６条第１項の申立てがあった場合、必要に応じ開催する。

なお、再苦情の申立ては、再苦情申立書（別紙様式５）を提出して行う。

３ 会議は、委員長が召集することとし、委員の３分の２以上の出席がなけれ

ば開催することができない。

４ 会議の議決は、出席委員の過半数の賛成がなければならないこととし、可



否同数のときは、委員長が決定する。

５ 会議は、非公開とする。

（意見の具申及び勧告）

第５条

１ 委員会は、第２条第１項（１）又は（２）の事務に関し、報告の内容又は

審査した契約に係る理由及び経緯等に不適切な点又は改善すべき点があると

認めるときは、必要に応じて、森林管理局長等に対して意見の具申又は勧告

を行うことができる。

２ 森林管理局長は、委員会から前項の意見の具申又は勧告があったときは、

林野庁長官を通じて、大臣官房参事官（経理）に速やかに報告するとともに、

事案の調査及び改善策等の検討を行い、その結果を林野庁長官を通じて、大

臣官房参事官（経理）に報告し、協議を行う。

３ 森林管理局長は、大臣官房参事官（経理）との協議により、前項の意見の

具申又は勧告に係る事案が重要なものであると判断した場合には、速やかに

当該事案の調査及び改善策等の検討結果について林野庁長官に報告する。

４ 森林管理局長は、前２項に規定する報告及び説明を行った後、当該意見の

具申又は勧告に対して措置すべき事項を実施するとともに、その実施内容に

ついて、直後の定例会議において委員会に報告しなければならない。

５ 委員会は、第１項の意見の具申又は勧告を行った場合に必要があると認め

るときは、その内容を公表することができる。

６ 委員会は、第２条第１項（３）の事務に関し、分析結果及び審議内容を速

やかに林野庁林政課長に報告する。

（再苦情の処理）

第６条

１ 森林管理局長は、第２条第１項（４）の事務に関し、再苦情の申立てがあ

った場合、委員会に審議を依頼する。

２ 委員会は、第２条第１項（４）の事務に関し、前項の再苦情の申立てがあ

ったときは、申立ての期間の経過その他客観的かつ明白に申立ての的確を欠

くと認められるとして、却下すべき場合を除き、再苦情処理会議を開催し、

審議を行う。

なお、再苦情処理会議を開催した場合は、その議事概要を別添様式６によ

り取りまとめ、林野庁長官に報告する。

３ 委員会は、前項の審議を終えたときは、意見書を作成し、その結果を森林



管理局長に報告するとともに、必要があると認めたときは、これを公表する

ことができる。

４ 前項の報告は、再苦情の申立てがあった日からおおむね５０日以内に行わ

なければならない。

５ 森林管理局長は、前項の報告がなされたときは、その日から７日以内を目

途に申立者に対して、その結果を回答する。その際、申立てが認められなか

ったときは、その申立てに根拠が認められないと判断された理由を示し、申

立てが認められたときは、委員会の意見を尊重して、これに伴い森林管理局

長が講じようとする措置の概要を明らかにする。

（公表）

第７条 森林管理局長は、次の事項については、これを事務局において閲覧に供す

るとともに、インターネットを利用して閲覧に供する方法により公表する。

（１）委員の構成

委員の氏名及び職業を毎年度、その年度の最初の委員会開催後遅滞なく公

表する。

なお、委員に変更があった場合には、変更後最初の委員会の開催後遅滞な

く公表する。

（２）審議に係る議事の概要

森林管理局長は、審議に係る議事の概要を別紙様式６又は７により取りま

とめの上、別紙様式２－１から別紙様式２－４までのほか、必要な資料とと

もに、委員会終了後、遅滞なくこれを公表する。

（３）審議概要の報告

森林管理局長は、（１）の委員の構成及び（２）の審議に係る議事の概要

について、公表後速やかに、林野庁林政課長を経由して、別紙様式８により

大臣官房参事官（経理）に報告する。

附 則

この要領は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則

この改正は、平成２７年１０月１日から施行する。



別紙様式１－１

（期間　平成　　年　　月　　日～　　月　　日）

入 札 方 式 件数 単純平均落札率 備考

　総　契　約　件　数 （記載例）
○○月の特色としては、事業繁忙期であったため、通常の時期より2割程度発注件数が多い。

（１）治山工事 中でも一般土木工事に係る発注が多い。
（内訳）
①　一般競争契約

②　随意契約

（２）林道工事
（内訳）
①　一般競争契約

②　随意契約

（３）その他の工事
（内訳）
①　一般競争契約

②　公募型指名競争及び工事希望型競争契約

ア　公募型指名競争

イ　工事希望型競争契約

③　②以外の指名競争契約

ア　一般土木工事に係るもの

イ　その他

④　随意契約

入 札 方 式 別 発 注 工 事 総 括 表

　注）　単純平均落札率とは、個々の案件の落札率を平均した数値のことをいう。



別紙様式１－２

（期間　平成　　年　　月　　日～　　月　　日）

入 札 方 式 件数 単純平均落札率 備 考

　総　契　約　件　数 （記載例）
（１）治山工事に係るコンサルタント業務 ○○月の特色としては、事業繁忙期であったため、通常の時期より2割程度発注件数が多い。
（内訳）
①　一般競争契約

②　随意契約

（２）林道工事に係るコンサルタント業務
（内訳）
①　一般競争契約

②　随意契約

（３）その他の業務
（内訳）
①　一般競争入札契約

②　公募型プロポーザル契約

③　公募型競争契約

④　簡易公募型プロポーザル契約

⑤　簡易公募型競争契約

⑥　標準型プロポーザル契約

⑦　③及び⑤以外の指名競争契約

⑧　随意契約

入 札 方 式 別 発 注 業 務 総 括 表

　注）　単純平均落札率とは、個々の案件の落札率を平均した数値のことをいう。



別紙様式１－３

件数 金額 単純平均落札率 件数 金額 単純平均落札率 件数 金額 件数 金額 件数 金額

林業用資材

建設用資材

特定物品（専売品）

その他物品

収穫調査委託

事業・業務委託

調査・設計委託

条件調査

その他役務

物 品 ・ 役 務 の 調 達 方 法 別 総 括 表

　注）　単純平均落札率とは、個々の案件の落札率を平均した数値のことをいう。

計

区分 項目 一般競争入札

役務調達

物品調達

（期間　平成　　年　　月　　日～　　月　　日）

（単位：件、円）

指名競争入札

契約方法別内訳

随意契約
（企画競争）

随意契約
（その他）

計 備考



名称 所在地
商号又
は名称

住所
公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区
分

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人

別紙様式２－１

競争入札（公共工事等）

公共工事の名称、
場所、期間及び種別

契約担当官等の氏
名並びにその所属す
る部局の名称及び所
在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商
号又は名称及び住
所

一般競争
契約・指
名競争契
約の別
（総合評
価の実
施）

予定価格 契約金額

　※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」をいう。

落札率

公益法人の場合

特別な競
争参加資
格
（※応札
者の数が
1の場合
の記載事
項）

備考

応札者
の数



名称 所在地
商号又
は名称

住所
移行困難
な事由

移行予定
年限

公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区
分

（※契約
の相手方
が公益社
団法人又
は公益財
団法人の
場合の記
載事項）

うち農林
水産省出
身者

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人

別紙様式２－２

随意契約（公共工事等）

公共工事の名称、
場所、期間及び種別

契約を締
結した日

随意契約
によること
とした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

予定価格 契約金額 落札率

特別な競
争参加資
格
（※応札
者の数が
1の場合
の記載事
項）

備考

　※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」をいう。

競争性の
ない随意
契約によ
らざるを
得ない理
由

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在
地

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

競争性のある契約
に移行予定のもの

公益法人の場合

提案者
の数

再就職の役員の数



名称 所在地
商号又
は名称

住所
公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区
分

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人

別紙様式２－３

競争入札（物品役務等）

物品役務等の
名称及び数量

契約担当官等の氏
名並びにその所属す
る部局の名称及び所
在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商
号又は名称及び住
所

一般競争
契約・指
名競争契
約の別
（総合評
価の実
施）

予定価格 備考

応札者
の数

　※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」をいう。

契約金額 落札率

公益法人の場合

特別な競
争参加資
格
（※応札
者の数が
1の場合
の記載事
項）



名称 所在地
商号又
は名称

住所
移行困難
な事由

移行予定
年限

公益法人
の区分

国所管、
都道府県
所管の区
分

（※契約
の相手方
が公益社
団法人又
は公益財
団法人の
場合の記
載事項）

うち農林
水産省出
身者

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人

　※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」をいう。

競争性のある契約
に移行予定のもの

予定価格

別紙様式２－４

物品役務等の
名称及び数量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在
地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約（物品役務等）

備考

提案者
の数

契約金額 落札率

公益法人の場合

特別な競
争参加資
格
（※応札
者の数が
1の場合
の記載事
項）

再就職の役員の数

随意契約
によること
とした会
計法令の
根拠条文
（企画競
争等）

競争性の
ない随意
契約によ
らざるを
得ない理
由



別紙様式３－１

入札件数 一位不動件数 割合 入札件数 一位不動件数 割合

等級 （件） （件） （件） （％） （件） （件） （％）

A

B

C

D

A

B

C

D

土木工事一式

建築工事一式

　※2　入札回数は、原則として2回を限度としているが、第3回入札を行ったものについて、その状況を記載すること。

　※1　予定価格の金額に相当する等級ごとに、期間中における総入札件数及び再度入札における一位不動状況を記載すること。

その他の工事

再 度 入 札 に お け る 一 位 不 動 状 況

（期間　平成　　年　　月　　日～　　月　　日）

工事種別
総入札件数

再入札における一位不動状況

第2回入札における状況 ※2



別紙様式３－２

入札件数 一位不動件数 割合 入札件数 一位不動件数 割合

等級 （件） （件） （件） （％） （件） （件） （％）

A

B

C

A

B

C

A

B

C

A

B

C

A

B

C

測量

建設コンサルタント

　※1　予定価格の金額に相当する等級ごとに、期間中における総入札件数及び再度入札における一位不動状況を記載すること。

　※2　入札回数は、原則として2回を限度としているが、第3回入札を行ったものについて、その状況を記載すること。

地質調査

補償コンサルタント

その他

再 度 入 札 に お け る 一 位 不 動 状 況

（期間　平成　　年　　月　　日～　　月　　日）

業務種別
総入札件数

再入札における一位不動状況

第2回入札における状況 ※2



別紙様式３－３

入札件数 一位不動件数 割合 入札件数 一位不動件数 割合

等級 （件） （件） （件） （％） （件） （件） （％）

A

B

C

D

A

B

C

D

A

B

C

D

物品の製造

物品の購入

合計

　※1　予定価格の金額に相当する等級ごとに、期間中における総入札件数及び再度入札における一位不動状況を記載すること。

　※2　入札回数は、原則として2回を限度としているが、第3回入札を行ったものについて、その状況を記載すること。

役務の提供等

再 度 入 札 に お け る 一 位 不 動 状 況

（期間　平成　　年　　月　　日～　　月　　日）

契約種別
総入札件数

再入札における一位不動状況

第2回入札における状況 第3回入札における状況



別紙様式４

業者名 本社所在地 該当事項 指名停止の理由

平成　　年　　月　　日 ～ 平成　　年　　月　　日

（　　ヶ月）

　注）　該当事項の欄には、「工事請負契約指名停止等措置要領」（昭和59年6月11日付け59林野経第156号林野庁長官通達）に定める別表第1及び第2に掲げる措
　　　置要件又は「物品の製造契約、物品の購入契約及び役務等契約指名停止等措置要領について」（平成26年12月4日付け26林政政第338号林野庁長官通知）
の
　　　別表に掲げる措置要件のうち該当するものを記入する。

指 名 停 止 等 一 覧 表

（期間　平成　　年　　月　　日～　　月　　日）



別紙様式５

中部森林管理局長　殿

申立者

（ 住 所 ）

（ 電 話 番 号 ）

（商号又は名称）

（ 代表者氏名 ）

１　再苦情申立ての対象となる工事名

２　不服のある事項

３　２の主張の根拠となる事項

再 苦 情 申 立 書

平成　　　　年　　　　月　　　　日



別紙様式６

開催日及び場所

委 員

申立日 契約方式 契約月日

H○．○．○ 一般競争 H○．○．○

委員会の審議結果

再苦情申立の概要

意見・質問 回答

○○地すべり防止工事

件名

（意見・質問は逐一できるだけ詳細に記述
することが望ましい）

（意見・回答は逐一できるだけ詳細に記述
することが望ましい）

委員からの意見・
質問、それに対す
る回答等

内容等

中部森林管理局入札等監視委員会苦情処理会議審議概要



公募型指名競争

工事希望型競争

その他の指名競争

公募型競争

簡易公募型競争

その他の指名競争

公募型プロポーザル

簡易公募型プロポーザル

標準型プロポーザル

その他の随意契約

一般競争

指名競争

随意契約（企画競争・公募）

随意契約（その他）

意見・質問 回答等
（詳細に記述すること。） （詳細に記述すること。）

中部森林管理局　企画調整課
（注1）必要があるときは、各事項を著しく変更することなく、所要の変更を加えることができる。
（注2）公益法人社団法人等とは、公益社団法人又は公益財団法人をいう。

事務局：

［これらに対し局長が講じた措置］

委員会による意見の具申又は勧告の内容

（特記事項）

別紙様式７

指
名
競
争

開催日及び場所

委員

審議対象期間

審議対象案件

抽出案件

中部森林管理局入札等監視委員会　　審議概要

（ホームページ掲載日：平成　　年　　月　　日）

抽
出
案
件
内
訳

随
意
契
約

一般競争

随意契約

一般競争

工
事

業
務

指
名
競
争

委員からの意見・質問、それに対する回答等

物
品
・
役
務
等



別紙様式８

番 号

平成 年 月 日

大臣官房参事官（経理）　殿

（林野庁林政課課長経由）

中部森林管理局長

１　会議開催年月日

２　審議に係る議事の概要

３　その他

中部森林管理局入札等監視委員会の開催・審議状況等報告書



別添

中部森林管理局入札等監視委員会の運営上の留意点

第１ 中部森林管理局入札等監視委員会（以下「委員会」という。）の事務の範囲

委員会の事務の範囲に関しては、農林水産省発注者綱紀保持規程（平成１９年７

月３１日農林水産省訓令第２２号）第９条に基づき設置している中部森林管理局発

注者綱紀保持委員会及び同委員会の設置要領（平成１９年８月２９日付け１９中総

第４５号）３（２）に基づき設置している中部森林管理局発注者綱紀保持小委員会

の事務については、委員会の行う事務の対象とはならないことに留意すること。

第２ 定例会議

１ 定例会議の開催

定例会議の開催は、原則として３か月に一度とされているが、森林管理局の業務の

繁忙期に当たる場合には、その時期を外し、前後の月に開催することは差し支えない。

この場合、委員会に対する報告の対象となる期間（会議開催の前々月以前３か月間

とされている。）も併せて変更するものとする。

２ 定例会議の提出資料

（１）定例会議への提出資料は、入札方式別発注工事総括表、入札方式別発注業務総括

表、物品・役務の調達方法別総括表等の「中部森林管理局入札等監視委員会の設

置及び運営要領」第4条（３）で規定する「作成する資料」及び次項の３抽出事案

の説明資料並びに委員が事前に指示した資料等とする。

（２）審議する契約の抽出方法、件数等については、次のア、イ及びウを基準としてあ

らかじめ委員会において抽出する。

ア 治山・林道事業、調査・設計等業務、生産・造林事業、物品・役務（生産・造

林事業を除く）ごとに、それぞれ落札率が９５％以上の事案について、原則、落

札率が高い順から５件以内を抽出する。なお、落札率９５％以上の事案がない場

合は、９０％以上とする。

イ アの抽出を行うにあたっては、次の点に留意するものとする。

（ア）森林管理署等ごとの治山・林道事業、調査・設計等業務、生産・造林事業等

別に、それぞれ過去１年間分以上の事案ごとの工事等の名称及びその競争参加

に必要な資格の等級、実施地区（市町村単位）、入札日、落札者名とその保有資

格の等級、応札者名、予定価格、落札価格、落札率等を整理した入札結果

（イ）応札者（提案者）が１者の事案

（ウ）公益社団法人又は公益財団法人（一般社団法人及び一般財団法人に関する法

律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係

法律の整備等に関する法律（平成１８年法律第５０号）第４２条第１項に規定

する特例社団法人又は特例財団法人を含む）を契約相手方とする事案

ウ その他委員会が必要があると認めるときは、上記ア、イにかかわらず、抽出を

行う。



３ 抽出事案の説明

抽出事案の説明は、契約の種類ごと、方式ごとに次の事項を記載した資料を委員会

に提出して行う。

【工事】

（１） 一般競争方式の場合

ア 工事名

イ 工事概要

ウ 競争参加資格及びその資格をどのように設定したのかの説明

エ 競争参加業者数

オ 競争参加資格がないと認めた業者がいた場合は、その理由の説明

カ 入札経緯及び結果の説明

キ 応札者、応札金額、落札までの入札回数等が記載された入札筆記書

ク 予定価格を作成するための積算書における工種ごとの積算額の比率をグラフ化

したもの（全入札参加者について、入札参加者ごとに、工種ごとの上記比率を算

出し、縦軸を「比率（基準を100とする）」、横軸を「工種」とする座標上の点を

結び、一つのグラフに記入したもの）

ケ 当該工事の施工体系図及び下請代金額が明記されているもの

コ その他委員会が必要と認めるもの

（２） 公募型指名競争及び工事希望型競争入札方式の場合

ア 工事名

イ 工事概要

ウ 工事のランク

エ 公募参加業者数（工事希望型競争入札方式にあっては、技術資料の提出を要請

した業者数）

オ 技術資料を提出した業者の中から指名業者を指名した考え方の説明（工事希望

型競争入札方式にあっては、技術資料の提出を要請した業者を選定した考え方の

説明を含む。）

カ 入札経緯及び結果の説明

キ 応札者、応札金額、落札までの入札回数等が記載された入札筆記書

ク 予定価格を作成するための積算書における工種ごとの積算額の比率をグラフ化

したもの（全入札参加者について、入札参加者ごとに、工種ごとの上記比率を算

出し、縦軸を「比率（基準を100とする）」、横軸を「工種」とする座標上の点を

結び、一つのグラフに記入したもの）

ケ 当該工事の施工体系図及び下請代金額が明記されているもの

コ その他委員会が必要と認めるもの

（３）（２）以外の指名競争方式の場合

ア 工事名

イ 工事概要

ウ 工事のランク

エ 指名業者数

オ 対象ランクの業者の中から指名業者を指名した考え方の説明



カ 入札経緯及び結果の説明

キ 応札者、応札金額、落札までの入札回数等が記載された入札筆記書

ク 予定価格を作成するための積算書における工種ごとの積算額の比率をグラフ化

したもの（全入札参加者について、入札参加者ごとに、工種ごとの上記比率を算

出し、縦軸を「比率（基準を100とする）」、横軸を「工種」とする座標上の点を

結び、一つのグラフに記入したもの）

ケ 当該工事の施工体系図及び下請代金額が明記されているもの

コ その他委員会が必要と認めるもの

（４）随意契約方式の場合

ア 工事名

イ 工事概要

ウ 随意契約にした理由

エ 随意契約業者名

オ 契約価格

カ 当該工事の施工体系図及び下請代金額が明記されているもの

キ その他委員会が必要と認めるもの

【測量・建設コンサルタント等業務】

（１）一般競争方式の場合

ア 業務名

イ 業務概要

ウ 競争参加資格及びその資格をどのように設定したのかの説明

エ 競争参加者数

オ 競争参加資格がないと認めた業者がいた場合は、その理由の説明

カ 入札経緯及び結果の説明

キ 応札者、応札金額、落札までの入札回数等が記載された入札筆記書

ク その他委員会が必要と認めるもの

（２）公募型プロポーザル方式及び簡易公募型プロポーザル方式の場合

ア 業務名

イ 業務概要

ウ 参加表明書提出者数

エ 参加表明書を提出した業者の中から技術提案書の提出者を選考した考え方の説

明

オ 技術提案書を提出した業者の中から技術的に最適なものを特定した考え方の説

明

カ その他委員会が必要と認めるもの

（３）標準型プロポーザル方式の場合

ア 業務名

イ 業務概要

ウ 技術提案書の提出者を選考した考え方の説明

エ 技術提案書を提出した業者の中から技術的に最適なものを特定した考え方の説



明

オ その他委員会が必要と認めるもの

（４）公募型競争入札方式及び簡易公募型競争入札方式の場合

ア 業務名

イ 業務概要

ウ 参加表明書提出者数

エ 参加表明書を提出した業者の中から指名業者を指名した考え方の説明

オ 入札経緯及び結果の説明

カ 応札者、応札金額、落札までの入札回数等が記載された入札筆記書

キ その他委員会が必要と認めるもの

（５）（４）以外の指名競争入札方式の場合

ア 業務名

イ 業務概要

ウ 指名業者数

エ 指名業者を指名した考え方の説明

オ 入札経緯及び結果の説明

カ 応札者、応札金額、落札までの入札回数等が記載された入札筆記書

キ その他委員会が必要と認めるもの

（６）随意契約方式の場合

ア 業務名

イ 業務概要

ウ 随意契約にした理由

エ 契約業者名

オ 契約価格

カ その他委員会が必要と認めるもの

【物品・役務調達】

（１）一般競争方式の場合

ア 調達物品又は役務名

イ 調達物品又は役務の概要

ウ 競争参加資格及びその資格をどのように設定したのかの説明

エ 競争参加業者数

オ 競争参加資格がないと認めた業者がいた場合は、その理由の説明

カ 入札経緯及び結果の説明

キ 応札者、応札金額、落札までの入札回数等が記載された入札筆記書

ク その他委員会が必要と認めるもの

（２）指名競争入札方式の場合

ア 調達物品又は役務名

イ 調達物品又は役務の概要

ウ 物品又は役務のランク



エ 指名業者数

オ 対象ランクの業者の中から指名業者を指名した考え方の説明

カ 入札経緯及び結果の説明

キ 応札者、応札金額、落札までの入札回数等が記載された入札筆記書

ク その他委員会が必要と認めるもの

（３）随意契約方式の場合

ア 調達物品又は役務名

イ 調達物品又は役務の概要

ウ 随意契約にした理由

エ 契約業者名

オ 契約価格

カ その他委員会が必要と認めるもの

第３ 再苦情の処理

１ 再苦情の申立てができる者

再苦情の申立てができる者は、発注者である森林管理局長、森林管理署長、森林管

理署支署長、森林管理事務所長及び総合治山事業所長（以下「森林管理局長等」とい

う。）へ苦情申立てを行なった者で、森林管理局長等からの回答に対して不服がある者

であることに留意する。

また、再苦情の申立ては、原則として、入札及び契約手続きの執行を妨げるもので

はない。

なお、申立者から入札及び契約手続きの執行停止の申出があったときは、森林管理

局長は、執行停止について、委員会の意見を聞く。

２ 苦情処理会議

（１） 苦情処理会議の開催に当たっては、定例会議の日程も参酌した上で、期間内に

必要な審議が行われるよう留意する。

（２） 苦情処理会議においては、申立者及び森林管理局長からの書面に基づくほか、

委員会が必要と認める方法により審議を行う。

（３） 森林管理局長は、申立者に対する回答に際して、申立てに根拠が認められない

と判断された理由を示すに当たっては、委員会の判断を的確に示しつつ、申立者

が十分理解できるよう措置する。

（４） 森林管理局長は、申立てが認められた場合において、森林管理局長が講じよう

とする措置の概要を直近の次の会議に報告する。

第４ その他

１ 事務局

定例会議に関する事務及び苦情の申立ての受理並びに苦情処理会議に関する事務に

ついては、企画調整課の監査官等が行う。

なお、定例会議における具体的な抽出事案に関する説明等は、事業担当課長等が

行う。

２ その他



（１） 発足当時の委員会においては、委員会が担う役割、委員会の運営事務の流れ、

各種入札・契約制度の概要、その他委員会の的確な運営に必要と考えられる事項

の説明を行う。

（２） 定例会議は原則として、３か月に１度とされているが、第１回の定例会議は、

そのことにかかわらず、できる限り速やかに開催する。

（３） 委員会においては、別途、公正入札調査委員会から談合情報（事情聴取等を行

なったものに限る。）及びその対応についての報告が行われることとされているが、

事務局は、これらの報告、委員の意見等を勘案したうえで、必要に応じ、話題と

なった事案について、説明を行うことが望ましい。
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